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<2002年> 

人口 6,011万人 財政会計年度 ４月～３月

(日本の約１/２) 通貨制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 25,972 ドル 通貨  ポンド

産業構造(ＧＤＰ構成比)１次産業  0.9％ １ポンド＝1.50米ドル

２次産業  25.4％ 面積 24.3万k㎡ (日本の約２/３倍)

３次産業  73.6％

 経済成長率
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<イギリス経済のこれまで>

 

 

＜2003年の経済＞ 

2003 年の経済成長率は、１％台後半となる見込みであり（民間機関24社の平均値1.8％、2003

年 10月時点）、春時点の見通し（2.1％）と比べ下方修正されている。１～３月期の成長率は前

期比年率0.7％、４～６月期は同2.4％となり、年初に景気は減速し、その後持ち直しの動きが

みられる。減速したのは、イラク戦争による先行きの不透明感からイギリス経済を支えていた

個人消費の伸び率が鈍化したこと、ヨーロッパ経済の低迷により輸出が減少傾向に転じたこと

などによるものである。年後半は、医療、教育、交通機関など公共サービスの充実のため政府

投資・政府消費が引き続き増加し、世界経済の回復に伴い輸出が回復し、企業の設備投資が増

加することによって穏やかに回復すると見込まれる。 

 



92～01年 2002年 2003年 2004年
　 政府 ＩＭＦ 政府 ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 2.8 1.7 2.0～2.5 1.7 3.0～3.5 2.4
  個人消費 同上 3.1 3.6 2.75～3.0 2.2 2.5～2.75 2.1 2003年
  固定投資 同上 4.1 1.8 4.25～4.75 1.3 4.75～5.25 2.2 平均 1.8
鉱工業生産 同上 1.5 ▲ 2.7 ― ― ― ― 最大 2.1
消費者物価 同上 2.8 2.2 2.75 2.8 2.5 2.5 最小 1.6
失業率 ％ 6.3 3.1 ― 5.2 ― 5.2
経常収支 億ポンド ▲ 107 ▲ 87 ▲ 235 ― ▲ 235 ― 2004年

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 1.4) (▲ 0.8) (▲ 2.0) (▲ 1.0) (▲ 2.0) (▲ 0.9) 平均 2.5
財政収支 億ポンド ▲ 192 ▲ 130 ▲ 270 ― ▲ 240 ― 最大 3.0
(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 3.0) (▲ 1.3) (▲ 2.4) (▲ 2.5) (▲ 2.1) (▲ 2.7) 最小 2.1
政府債務残高 億ポンド 3,647 4,009 4,330 ― 4,620 ―
(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 46.2) ( 38.6) ( 39.0) ( 39.0) ( 39.4) ( 40.2)

(備考) 1．イギリス統計局統計による。政府見通しは、"Budget 2003"(2003年４月)による。ＩＭＦは"World Economic Outlook"
　　　　   (2003年９月)による。

　　 　 2．ＩＭＦ見通しの失業率はＩＬＯ基準。

イギリスの主要経済指標

民間機関

（24社）

実質ＧＤＰ

 

 

＜2004年の経済見通し＞ 

2004 年の経済成長率は、２％台半ばとなる見込みである（民間機関24社の平均値2.5％、2003

年 10月時点）。2003年後半からの景気回復傾向は2004年に入っても続き、2004年の成長率は

トレンド成長率（2.4％）程度になると見込まれる。 

成長を支える要因としては、輸出の回復が続くこと、歴史的な低水準にある政策金利により

民間設備投資の持ち直しが見込まれることなどが挙げられる。失業率は引き続き低水準で推移

する見込みである。 

下方リスクとしては、家計の住宅ローン負担が増加しており、住宅価格の下落や長期金利の

上昇があれば消費に悪影響が及ぶおそれがあること、景気回復がインフレ期待を上昇させる場

合には早期の金融引締めを招く可能性があることなどが挙げられる。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政収支は2002年度に引き続き、2003年度も景気減速の影響等から税収が伸び悩み、赤字と

なる見込みである（ＧＤＰ比▲2.4％）。2003年４月に発表された2003年度予算では、政府の優

先分野である社会保障・保健、教育、交通機関などの公共サービス向上のため、歳出は増加す

る見込みである。その財源確保のため、所得税、法人税、保険料負担の対ＧＤＰ比率は今後上

昇する見通しとなっている。また、タバコやビール・ワインへの増税も示された。 

金融政策については、イングランド銀行は、２月の引き下げに続き、７月に政策金利（レポ

金利）を0.25％ポイント引き下げ、3.5％とした。利下げの理由として、世界経済が低迷し、輸

出が減少していることや、ＲＰＩＸ（住宅金利払いを除く小売物価上昇率）はインフレターゲ

ットの2.5％を上回っているが、一時的な要因によるものであることが挙げられる。 

 ユーロ参加については、政府は６月にユーロ参加のための５つの経済テストの結果を発表し、

現時点で参加に踏み切る経済的条件は満たされていないとして、参加の前提となる国民投票の

先送りを表明した。 
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